
【資料１】 

 
 

地方独立行政法人法の改正について 
 
 
 

１ 法改正の概要   
 
 国の独立行政法人制度改革（H26）を踏まえ、地方独立行政法人法の法改正があった。

（H30.4.1施行） 

 

 

 

 

 

 

２ 改正法への対応   
 

項目 法改正前 法改正後 
評価委員会 

の対応(案) 

業
績
評
価 

年度評価 

評価委員会が評価 

・当該事業年度の翌年度に

実績を評価 

同左 － 

中間評価 

【新規】 
（規定なし） 

評価委員会が評価 

・中期目標期間の５年目

に、中期目標の期間終了時

に見込まれる実績を評価 

法人の自己評価結

果を審議・評価 
 
県立大 H31年度 

看護大 H35年度※ 
  
※看護大 H29 年度実

績は改正法の経過措

置により審議対象外 

期間評価 

評価委員会が評価 

・中期目標期間の翌年度に、

中期目標期間の実績を評価 

同左 － 

中期目標期間

終了時の見直

しの検討 

中期目標期間終了時に、 

知事が法人の業務継続等

を検討 

・評価委員会の意見必要 

中期目標期間終了時まで

に、知事が法人の業務継続

等を検討 

・評価委員会の意見必要 

委員会に諮る時期

を変更 
 
県立大 H33→H32年度 

看護大 H31→H30年度 

業務方法書の

認可、短期借入

の認可、財務諸

表の承認、残余

利益等の承認 

知事が行う 

・評価委員会の意見必要 

知事が行う 

・評価委員会の意見不要 

委員会の審議事項外 
 
（財務内容の評価は

従前どおり） 

 

＜主な改正内容＞ ※公立大学法人に関係する部分 
・ＰＤＣＡサイクルが機能する仕組みの構築（中間評価の導入など） 
・法人内外から業務運営を改善する仕組みの導入（監事・会計監査人の機能強化など） 
 


